原子力防災等に関するアンケート

1． 青森県が定めた原子力防災は東通原発から半径30ｋｍ、青森市が定めた計画では半径100ｋm圏内の青森市となっています。貴職は原子力防災範囲をどの程度にするのが妥当だと思いますか？

　　① 半径約30ｋｍ　　② 半径約100ｋｍ　　③ 半径約250ｋｍ

　　④ 分からない　　　⑤ その他（　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　）

2． 原子力規制委員会では、原子力施設の事故に際して、緊急事態に当たる職員の線量を国際原子力機関（IAEA）の基準に倣って５００ｍSv未満にすべきとして検討することを提案しました。なお、国際放射線防護委員会（ICRP）では、重大事故を防ぐためであれば、上限を決めずに緊急作業に当たるべしと定めています。これから検討されることになっていますので、確定はしていませんが、青森県は線量上昇があれば、それに合わせて原子力防災計画を見直すとしています。しかし、このような高線量まで被ばくしても事故拡大を防ぐことを原子力防災計画に盛り込んで、消防署員に強要することを、どのように考えますか。

　　① 国が定めれば従う　② 被ばく量を従来の基準(100mSv未満)に戻すべきだ

　　③ 分からない　　　　④ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
3． 六ヶ所村の戸田村長は、再処理工場の原子力防災の範囲を国が見直さない限り、再処理工場の操業に係る安全協定を締結しないとしました。貴職は、どの範囲にすべきと考えますか？

　　① 従来通りの半径5㎞　　② 半径15㎞　　　　③ 半径30㎞
　　④ 半径約100㎞　　　　　⑤ 半径約250㎞　　⑥ 分からない 
　　⑦ その他(     　　　　　  　　　  )

4． 2011年の3.11以前は、安全協定の当事者は六ヶ所村長と東通村長でしたが、3.11以降は原子力防災範囲が広がり、原子力施設立地自治体以外の自治体にも原子力防災計画の策定義務が生じました。新潟県では、全市町村が立地自治体並みの安全協定を2013年１月９日に締結しましたし、最近では鳥取県が当事者になることを要望するなどの動きもあります。しかし、多くの自治体は、安全協定の当事者ではないことを理由に、原子力施設の運転に合意を求められず、意見を言うことができません。このことについて、貴職はどのようにお考えですか？

　　① 従来通りでいい
　　② 原子力防災範囲対象自治体も安全協定の当事者にすべきだ

　　③ 青森県内全自治体を対象とすべきだ
　　④ 分からない 

　　⑤ その他(             　　　　　　　　　　　　　)  

5． 仮に県が定めた約３０ｋｍの防災範囲を超える自治体でも防災計画を策定する必要があれば、新たに原子力防災計画を立案したり、資機材を用意するなどの経費が必要となります。その財源を、どのように補てんするべきと考えますか？

　　① 自主財源　　　② 原子力交付金等　　③ 原子力事業者　　　④ 国

　　⑤ 分からない　　⑥ その他（　　　　　　　　　　　　　　）

6． 岩手県は日本原燃（株）から2013年9月30日に、異常時の連絡や平常時の連絡について確約を取り付けています。貴職には、どのような形で異常時と平常時に連絡があるのですか？

　　① 日本原燃が報告に来ている　　② 県から連絡がある
　　③ 特に定まっていない　　　　　④ 分からない
　　⑤ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

7． 新しいエネルギー基本計画では、高速増殖炉の研究開発が中止となりました。一方六ヶ所再処理工場でプルトニウムを取り出すことが事業目的となっています。貴職は六ヶ所再処理工場の操業をどのようにお考えですか？　　　　（複数回答可）

　　① プルトニウムをプルサーマルで利用すべき
　　② 再処理工場は運転すべきでない
　　③ 使用済み核燃料を直接処分すべき
　　④ 中間貯蔵すべき

　　⑤ 分からない　
　　⑥ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
8． 現在、既に貯蔵が行われている高レベル放射性廃棄物については、３０年から５０年の間に青森県から出ていくという約束が交わされていますが、これが守られると思いますか？（複数回答可）

　　① 国との約束なので守られると思う
　　② 受け入れる自治体が決まらない間は出ていかない
　　③ ５０年間を超えても貯蔵すべき
　　④ 分からない
　　⑤ その他（                           ）
9．　日本原燃（株）としては、電気事業連合会からの要請があれば、余裕深度放射性廃棄物の埋設事業を受け入れる方針を示しています。低レベル放射性廃棄物の最終処分と高レベル放射性廃棄物の一時貯蔵施設に加えて、余裕深度放射性廃棄物埋設事業を六ヶ所村で行うことを、どのようにお考えですか？

　　① 核燃料税が入るので受け入れるべき
　　② 安全性を前提として受け入れるべき 

　　③ 核のゴミの一極集中に反対　　④ 県民の理解が必要だ　　　⑤ 分からない
　　⑥ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

10.　ウラン濃縮工場から生じる核のゴミは、どこにどのように処分するかが法令上整備されていません。また、再処理工場から出る核のゴミも、どこに処分されるか決まっていないものもあります。「原発はトイレなきマンション」と批判されましたが、核燃施設も廃棄物の処分方法等を決めずに運転してきました。貴職は、これをどう思いますか。

　　① 原子力規制委員会で法制度を早く作るべきである
　　② 処分方法が決まるまで、運転を中止すべき
　　③ これらの施設を止めるべき
　　④ 分からない　　　　　　

　　⑤ その他（                                                    ）　　　 

自治体名、担当課、記入者名、連絡先電話番号を別紙回答用にご記入ください。

以上、ご協力ありがとうございました。
2014年9月6日

各自治体名

首長名

なくそう原発・核燃、あおもりネットワーク

共同代表：浅石紘爾　大竹進　鳴海清彦

事務局連絡先：青森市松原1-2-12（青森県保険医会館内）
TEL：017-722-5483　FAX：017-774-1326

原子力防災に関する自治体アンケートのお願い

　日頃、貴自治体住民の生命と財産を守るために、誠心誠意ご活躍されていることに敬意を表します。

　私たち、なくそう原発・核燃、あおもりネットワークは、2011年3月11日の大地震と大津波の発生に伴い、東京電力・福島第一原発が大事故を起こしたことを踏まえて、原子力施設との共存の危険性を改めて確認した県内の反原発・反核燃を求める団体と個人で構成されています。

　福島原発事故発生に伴い、日本全国に放射能汚染が拡散したことは既に周知の事実でありますし、青森県内の各地でも風評被害が発生しました。それなのに、未だに福島原発由来の放射能汚染水が海に垂れ流されている現状を見れば、貴自治体住民の中にも、放射能汚染が収束されていないと思う方が少なくないと思われます。また、青森県内の原子力施設で大事故が発生した際、どのように放射能汚染から我が身と家族を守るかについて、不安に思っている方もいるのではないでしょうか。

　既に、六ヶ所村の核燃施設とむつ市のリサイクル燃料貯蔵、東北電力・東通原発1号機は、原子力規制委員会が適合性審査を行っており、秋には大間町の大間原発の適合性審査申請が提出される模様です。これをクリアーすれば、やがてはそれぞれの施設が操業を迎える可能性があります。
　ただし、九州電力・川内原発の審査書案を作成した原子力委員長は、「原発の安全を担保するものではなく、規制基準をクリアーしただけだ」と述べています。つまり新規制基準への適合性の審査終了と、安全に運転できるお墨付きは別物だという認識を示しました。これは、事業者と国が原子力施設の安全性を担保するという神話は、福島原発事故以降なくなったということを意味します。

　しかも、東通原発と再処理工場については、６月中旬に原子力規制庁の担当者から申請書の不備が指摘され、原子力委員からもこれで審査を受けるというのは準備不足ではないかと、疑問が示されており、現時点でも実質的な審査が滞っている状況です。

　一方で、国の指導に従って、青森県が定めた原子力防災範囲は東通原発から半径約30ｋｍですが、青森市が青森市原子力災害対策計画で定めた範囲は東通原発と大間原発から100ｋｍ圏内の青森市です。この違いは、県が国の指針に従い、青森市は市民を守るための方針を作ったからだと思われます。

　ただし、先ごろ報じられた大飯原発3、4号炉の運転中止を求めた判決では、半径250ｋｍ圏内の原告の不安解消を考えるべきとしました。この判決からすれば、青森市の防災範囲でも安全とは言えませんが、青森県の定める半径約30ｋｍだけでは不安と考える住民がいても不思議はありません。

　さらに、住民避難計画などの原子力防災については、原子力規制委員会はノータッチです。責任は自治体にあり、情報も与えられない自治体がすべて負わねばなりません。
　しかも、７月３０日の原子力規制委員会で、田中委員長は緊急事態に対処するために被ばく線量を500ｍSvまで上げることを検討するよう提案しました。
　もし、この高線量を国が採用すれば、原子力防災計画を見直しして、緊急事態に対処すべき消防署員にも500mSvが適用されると、青森県原子力安全対策課職員がコメントしていました。

　私たちは福島原発事故と同様の被害を青森県内の原子力施設で起こさないことを願っていますが、その思いは、自治体住民の生命と財産を預かる貴職においても同じではないでしょうか？
　それ故に、今回のアンケートを、反原発・反核燃を求める団体からのものと捉えずに、貴自治体住民の抱える不安として認識していただき、下記のアンケートに
本年９月30日までにご回答いただけますようお願い申し上げます。
　なお、結果については、自治体名も含めてマスコミを通じて公表させていただく予定です。
平成26年9月6日
自治体首長殿
なくそう原発・核燃、あおもりネットワーク
共同代表　浅石紘爾、大竹進、鳴海清彦
事務局連絡先：青森市松原1-2-12（青森県保険医会館内）

TEL：017-722-5483　FAX：017-774-1326

「原子力防災に関する自治体アンケート」に添付した

参考資料等の説明に貴自治体を訪問させていただきます
謹啓　貴職のご活躍に敬意を表します。
この度のアンケート実施にあたり、参考資料等の説明に貴職・貴自治体を訪問してご説明させて頂く予定にしています。
　貴職にはご多忙とは存じますが、ご対応をよろしくお願いします。貴自治体の訪問日時等は後日・ご担当様にご連絡させていただきますので、ご高配のほどを宜しくお願い申し上げます。

謹白
